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学習管理システム(LMS)の全学的な利活用を進めている大学において，全教員を対象として

実施したアンケート調査の結果について分析する．LMS を用いた教育の改善や効率化の組織

的な取り組みが進められているが，利用者である教員の意識が必ずしも明らかにされていると

はいえない．本稿では，2006 年度から LMS を全学の教育基盤システムとして運用している理

工系の大学を対象として，授業資料の公開に利用している教員，課題回収やオンラインテスト

などの実施に活用している教員と，LMS を利用していない教員とを比較した．教員の利活用

の状況および目的，今後利活用したい機能と課題に関する意識の違いを明らかにした． 
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1. はじめに 
本研究は，組織的な情報資源の有効活用と教育機能

の向上といった観点から，学習管理システム(LMS)の
全学的な利活用の支援を目的とする．これまでにLMS
を用いた教育の改善や効率化の取り組みが進められて

おり，リメディアル教育や全学共通教育，自学自習教

材の提供といった様々な教育活動に用いられている． 
その一方で，教育用の情報システムの一部と位置づ

けてLMSを導入・展開している大学も増加している．

2013年度の調査では，国立大学の76.0%，私立大学の

41.3%において，全学の授業科目に対してサービスの

提供を行っている(文部科学省 2014)．このようなLMS
の全学導入や運用における費用的・人的コストに対す

る効果を高めるためには，学内において積極的かつ幅

広い利活用を促す必要がある． 
 しかしながら，利用者である教員が学習管理システ

ムをどのように位置づけているかといった意識が必ず

しも明らかにされているとはいえない． 
 そこで，2006年度からLMSを全学の教育基盤シス

テムとして運用している理工系の大学を対象として，

全学の教員を対象としたアンケート調査を実施する．

これまでの全学の授業科目における LMS の利用状況

に関する分析を踏まえた上で，授業資料の公開に利用

している教員，課題回収やオンラインテストなどの実

施に活用している教員と，利用していない教員につい

て，LMSの利活用意識を比較する．これらの結果から，

教員の利活用の状況および目的，今後利活用したい機

能と課題に関する意識の違いを明らかにし，学習管理

システムの利活用の推進に役立てる． 

2. 学習管理システムの組織的な運用 
 学習管理システムは授業実施の支援を目的とした情

報システムであり，資料配付やレポート回収，電子掲

示板や小テストの実施などの機能を備えている．大学

によって運用の形態は異なり，学籍や履修登録などを

管理する情報システムの一部の機能として開発された

ものを用いるか，WebClass などの商用の LMS や，

MoodleなどのオープンソースのLMSを導入している． 
 多くの大学において，教職員・学生の IDとパスワー

ドを一元管理している学内認証システムと連携してい

る．学籍管理や履修登録などを管理する既存の情報シ

ステム(学務情報システムや教務システムなど)がある

場合，LMSとの間でデータを連携させる方式がとられ

ている(伊藤ほか 2008)．科目・担当教員・履修者とシ

ラバスなどの情報をもとに，授業を一意に識別する番

号(時間割番号や科目コードなど)に基づいて授業科目

毎のページをあらかじめ設置している．これによって
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事前の利用申請を行う必要がなく，教員が担当科目に

コンテンツを追加して学生に公開する設定を行うこと

により利用が可能となっている(桝田ほか 2008)． 
 本研究が対象とする関東地方の国立大学は理工系の

2 学部と大学院で構成されており，教員は約 400 名，

学生は約 5,800 名である．学内の情報系センターが中

心となり，2006 年度後期よりオープンソースの LMS
である Moodle を全学に向けて提供している．学内認

証システムおよび学務情報システムとの授業担当・シ

ラバスと履修のデータ連携を行っているほか，教職員

向け講習会や手引き冊子の配布，教授会での説明を通

じて活用をはかっている．利用科目数は毎年増加し，

2013年度で376科目であった(江木ほか 2014)． 
 表 1 に，常勤の専任教員で LMS を利用した記録の

ある教員の割合を示す．所属学部・研究科の情報が現

在運用しているDBに記録されている，2010年度以降

の推移を示した．大学院 F の 2011 年度の利用教員の

割合が 100%となっているのは，課程全体での組織的

な授業利用を進めたためである．また，大学院 F は

2012年度に大学院Dの専攻として改組された． 

3. 学習管理システムに関する教員の意識調査 
 授業を担当する教員が，学習管理システムに関して

どのような意識を持っているかを調査し，組織的な利

活用の促進のための課題を明らかにする．アンケート

調査は，2014年1月から2月にかけて実施した．2013
年度に在籍している教員 412 名に対して電子メールを

送付し，Web アンケートへの回答を依頼した．うち，

163名から回答があり，回収率は39.6%であった．「主

な授業形態」「LMS の利用状況」「利用の目的・用途」

「利用上の課題」「今後利用したい機能」それぞれにつ

いて，多肢選択(LMS の利用状況以外は複数回答可)と
自由記述で回答を得た． 

3.1. 教員へのアンケート調査の結果 
 まず，主な授業形態に関する回答結果を表 2 に示す

(N=163)．教員の約 7 割が PC でスライドを使用した

授業形態をとっているが，板書中心の授業も約 4 割と

なっている．発表形式やグループワークを中心とした

授業形態と回答した教員は約1割である． 
 LMS の利用状況に関する回答結果を表 3 に示す

(N=163)．現在利用している教員と，利用したことが

ない教員がいずれも半数程度をしめている． 
 現在利用している教員と利用経験がある教員からの，

利用の目的・用途に関する回答結果を図 1 に示す

(N=85)．教員の7割前後が授業スライドや補足事項の 

表1 LMSを利用する専任教員の学部別推移 

 
表2 主な授業形態(複数回答) 

 
資料公開に利用している．一方で，レポートの回収，

小テスト，電子掲示板(フォーラム)等は2割以下となっ

ている． 
 次に，LMSを利用する上で障壁となっている事項に

関する回答結果を図2に示す(N=85)．選択肢からは操

作が煩雑である，ならびに作業に時間がかかるという

回答が最も多く，各々4 割程度である．これはファイ

ルをアップロードして標題の設定を行う，利用可能期

間，期間後の提出や再提出等の可否といった複雑な条

件設定が煩雑であることが理由と考えられる． 
 今後LMSで利用したい機能に関する回答を図3に 

 2010 
年度 

2011 
年度 

2012 
年度 

2013 
年度 

学部A 51.4% 46.3% 49.4% 59.9%

学部B 37.2% 38.2% 41.8% 58.8%

大学院C 44.6% 42.4% 50.0% 58.6%

大学院D 44.6% 39.3% 47.6% 62.2%

大学院E 38.6% 40.0% 43.3% 77.8%

大学院F 42.9% 100.0% N/A N/A 

教員合計 
(センター 
等含む) 

35.3% 35.9% 41.8% 54.4%

 回答 
人数 

回答 
割合 

板書中心の授業形態  70 42.9%

スライドを使用した授業形態 117 71.8%

発表やグループワークを 
中心とした授業形態 

 19 11.7%

その他  17 10.4%

(無回答)   3 1.8%
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表3 LMSの利用状況 

 回答 
人数 

回答 
割合 

現在利用している 77 47.3%

以前利用していたが， 
現在は利用していない 

 8 4.9%

利用したことがない 72 44.2%

聞いたことがない  3 1.8%

(無回答)  3 1.8%

 

 
図1 LMS利用の目的(複数回答) 

 

 
図2 LMS利用上の課題(複数回答) 

 
示す(N=163)．レポート課題の回収，出欠の管理が 3
割弱，授業スライド資料の公開，小テスト，アンケー

トが2割前後であった． 

3.2. 教員の意識調査結果の考察 
 授業スライド資料や，それ以外の補足資料を公開す

るために利用している教員が多く，印刷物の配布や管 

 
図3 LMSで今後利用したい機能 (複数回答) 

 
理の手間を省いたり，電子的に受け取りたいという要

望が LMS 利用の主たる動機となっていると考えられ

る．他の大学における利用分析においても，ファイル

の公開と授業実施の振り返りを記録する「授業記録」

が 4 割前後使われている一方で，学生のコメントや課

題提出が1割未満であったり(江本 2014)，成績表や掲

示板，テスト機能の利用コースは約 1 割以下だが，教

材が 3 割程度のコースで利用されている(興戸ほか 
2012)といった報告がある． 
 現在利用している教員(77 名)と利用したことがない

教員(72 名)の回答について，直接確率計算(両側検定)
で検定し，有意性の見られた質問項目を表 4 に示す．

まず，授業形態として「板書中心」の授業が多いとい

う回答が未利用教員に多くみられた．教材が電子化さ

れていないため，LMSを用いる動機が乏しいと考えら

れる．LMSを用いる際の課題として「操作が煩雑」「サ

ポートが不十分」という回答が利用教員に多くみられ

た．これまでの利活用の支援によって利用教員数は増

加しているが，教員は実際に利用した上で尚これらの

点の改善が必要と意識していることが明らかになった． 
 また，LMSで実現できる事項を選択肢として示した

にも関わらず，特に利用したい機能がないという回答

が未利用教員に多くみられた．これらの教員に対して

は，より具体的な利用場面や方法，利点を示す必要が

あると考えられる． 

3.3. 高度活用教員と一般利用教員の意識比較 
 アンケート調査で「LMSを現在利用している」と回

答した上で，レポート課題の回収と採点，電子掲示板，

小テスト，アンケート，成績評価，その他の使い方の

いずれかを実施している教員を，高度な活用を行って

いる教員と定義した(34 名)．授業資料またはそれ以外

の資料を公開しているのみの教員を一般的な利用を行 
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表4 LMS利用教員と未利用教員の比較結果 

 利用 
教員 

未利用 
教員 

有意性

主な授業形態に「板

書中心」がある 
27 38 * p<.05

利用上の課題に「操

作が煩雑」がある 
23 11 * p<.05

利用上の課題に「サ

ポートが不十分」が

ある 
 8  1 * p<.05

利用したい機能は

「特になし」 
13 24 * p<.05

 
表5 高度活用教員と一般利用教員の比較結果 

 高度 
活用 
教員 

一般 
利用 
教員 

有意 
傾向 

利用目的に「スライド

資料の公開」がある 
23 37 + p<.10

利用したい機能に「成

績の集計」がある 
 9  4 + p<.10

利用したい機能に「学

生の出欠管理」がある 
15 10 + p<.10

利用したい機能に「ア

ンケート調査の実施」

がある 
10  5 + p<.10

 
っている教員とし(43 名)，これらの教員の利活用意識

を分析した．直接確率計算(両側検定)で検定した結果，

有意傾向の見られた質問項目を表5に示す． 
 一般的な利用を行っている教員は授業資料の電子的

配布を主に行っている一方で，高度な活用を行ってい

る教員は出欠や成績の管理，アンケート調査などの実

施への意欲があるといった傾向が考えられる． 

4. おわりに 
 本研究では，LMSの全学的な利活用を進めている大

学における教員に対するアンケート調査の結果を分析

した．利用教員は授業資料の電子的配布を主に行って

いるが，操作の煩雑さの低減やサポートの充実への期

待があること，板書型授業の実施が未利用教員に多い

といった傾向が明らかになった． 
 既に高度な活用を行っている教員は，インタビュー

から FD 関連の委員等の LMS の利活用を振興する立

場であったり，従前より独自に LMS を利用していた

といった点が活用の契機だったことが明らかになって

いる(江木ほか 2015)．出欠や成績の管理，アンケート

調査などの実施への意欲を，実際の活用に繋げる方策

を検討する必要がある．その他の課題として，ユーザ

とコースのログデータからの利活用状況の集計を行っ

た上で，本稿で得られた結果と組み合わせた分析を進

めていくことが挙げられる． 
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